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第 10 章 

経済統合と地域格差 

黒岩郁雄 
要約： 
経済統合は財・サービスの貿易費用を低下させて国家間の産業立地に影響を与える。

集積の経済が働く場合には、経済統合はストロー効果を通じて後発国の産業発展の機会

を奪う恐れがあるため、後発国の産業政策について検討する必要があろう。一方で、経

済統合は国内の産業立地に対しても影響を与える。経済統合によって貿易費用が低下し

て海外との取引が増加すれば、大都市に立地するメリットは低下する。同時に、外国市

場へのアクセスが容易な地域の優位性は高まるかもしれない。 
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１． はじめに 
  

経済統合の進展は、財・サービスの貿易費用を低下させて、資本・労働力の移動を自

由にする。集積の経済が働く場合には、貿易費用の低下は製造業の地理的集中（一国へ

の集中）を可能にするため、国家間の格差を拡大させる恐れがある。一方で貿易費用の

低下は、開発途上国が労働集約的な製造業を自国に引き寄せることを可能にするため、

所得格差を縮小させる側面もある。このように、貿易費用と産業集積の関係は単純な線

形ではなく、複数の要素を加味する必要がある。 
 経済統合は、国家間の所得格差と同様に、国内の地域間格差に対しても影響を及ぼす。

例えば、国内産業に対する保護貿易政策のために貿易費用が高い状況を考えてみよう。

この場合、貿易取引は制限されるため、人口が多く多数のサプライヤーが集まる大都市

の立地優位性は相対的に高まる。しかしながら、貿易費用が低下して、海外との取引が

増加すれば、国内の消費者やサプライヤーとの近接性の果たす役割は相対的に小さくな

る。そのため、大都市に立地するメリットは低下して、反対に外国市場へのアクセスの

容易な地域の優位性は高まるかもしれない。 
以上のように、経済統合の進展による貿易費用の低下は、国家間および地域間の産業

立地を変化させて、空間的な所得分布を変化させる可能性がある。本稿では空間経済学

を中心に文献サーベイを行い、そのメカニズムについて解説する。構成は以下の通りで

ある。最初に貿易費用の低下が国家間の産業立地に及ぼす影響について考察する。その

際、低所得国のキャッチ・アップに焦点を当てる。続いて貿易費用の低下が国内の産業

立地に及ぼす影響について検討し、最後に要点をまとめる。 
 

２． 経済統合と低所得国のキャッチ・アップ  
 

 経済統合に伴う貿易費用の低下は、企業が立地選択する際に、輸送面の優位性の重要

性を引き下げるため、生産面の優位性が主要な立地要因になる。生産面の優位性は集積

の経済とともに賃金、地代などの低廉な要素価格によってもたらさせるため、企業の立

地選択はこれら要因に敏感に反応するようになる。ここでは、経済統合と産業の集積、

分散の関係を扱った経済理論を中心に紹介する。 
 

（１）釣鐘（逆Ｕ字）型モデル 
 Krugman and Venables (1995)は、『グローバル化と国家間の不平等』というタイトルの

論文において、第二次世界大戦後の先進国と途上国の所得格差の変遷を空間経済学によ

って説明しようとした。戦後の歴史を振り返ると、貿易自由化が進んだ当初は、南北間

の所得格差は拡大し、1970 年代には発展途上国から一次産品の交易条件改善を求める

「新国際経済秩序（NIEO）」の要求が高まった。しかし、その後さらに貿易自由化が進
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むと、東アジアを中心とする新興国はグローバル化の恩恵を受けて急成長し、先進国と

の所得格差を縮小させて行った。つまり、戦後の貿易費用の継続的な低下に対して、南

北間の所得格差は一時的に拡大したが、さらに貿易自由化が進むと縮小に向かったと考

えられる1。 
こうした状況を説明するうえで、Krugman and Venablesは集積力として企業と消費者

の近接性の他にサプライヤーとの近接性を考慮した。サプライヤーとの近接性あるいは

投入産出関係による集積メカニズムは、自動車の集積過程を思い浮かべると分かりやす

い。仮にある地域に自動車アセンブラーが立地すると、数多くの部品や素材に対する需

要が発生する。通常自動車部品は重く嵩張るため、輸送費用が高い。その上ジャスト・

インタイム（JIT）で部品を納入することが求められるため、多くのサプライヤーがア

センブラーの近くに立地することが求められる（＝後方連関効果）2。一方、多数の部

品、素材が現地生産されると、中間財の調達コストは低下するため、今度は多くのアセ

ンブラーが引き付けられる（＝前方連関効果）。このような循環的因果関係を通じて、

裾野産業を含めた自動車の産業集積が進み、競争力のある産業クラスターが形成される。 
貿易費用が高く国際貿易が不活発な場合には、それぞれの国で自給自足の生産が行わ

れる。しかし貿易費用がある水準まで下落すると、生産面の優位性の重要性が高まる。

その結果、上述の前方・後方連関効果が働き、先進国において製造業が集積するととも

に、途上国の製造業は縮小する。そして先進国は製造業品の輸出国、途上国は農業品の

輸出国へと特化していく。また賃金を比較すると、先進国では労働需要が増加して賃金

が高まり、一方で製造業の集積によって物価が低く抑えられるため、途上国との実質賃

金格差は拡大する。 
ただし貿易自由化が進められて、貿易費用がさらに低下すると、局面は一変する。貿

易費用が十分に低下すると、サプライヤーとの近接性によって裏付けられていた前方・

後方連関効果は弱まり、産業集積のメリットは低下する。一方で製造業の集積によって

発生した賃金高騰の影響は高まり、賃金を低く抑えるために、製造業は先進国から途上

国へと移動して、南北格差は再び縮小に向かうのである。 
以上のように、Krugman and Venables (1995)は、貿易費用の低下に伴い、産業立地が

分散（低い地理的集中度）→集積（高い地理的的集中度）→分散（低い地理的集中度）

と変化し、貿易費用と集積度の関係が釣鐘（あるいは逆U字）型になることを示した3。

                                                  
1 全世界の途上国を分析対象に含めると、南北間の所得格差が縮小しているとは結論でき

ないかもしれない（戸堂 2008）。ただし、ここで議論の対象にしているのは、東アジアを

はじめとする域内の生産ネットワークに参加している途上国である。これら地域では、経

済統合の結果、労働集約的な生産活動が域内の先発国から後発国へと移転し、後発国の産

業発展を促した。このような現象が見られる地域としては、東アジアの他に、NAFTA、EU
が挙げられ、メキシコや中東欧諸国が急速な発展を遂げた。 
2 換言すると、中間財の輸送費用が十分高いことがここでの連関効果を生み出している。 
3 一方、収穫一定に基づく新古典派貿易理論によると、貿易自由化は要素価格均等化に結び

付く。つまり経済統合が進むと、比較優位に応じて特価が進み、要素価格は均等化する。
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さらにPuga (1999)は、土地を農業の生産要素として導入することによってKrugman and 
Venables モデルをより一般化した4。Puga (1999)は、地域間の労働移動が可能な地域間

モデルでは、製造業集積地の高賃金が他地域からの労働移動を促し、産業集積を加速す

るために、国家間モデルのような再分散のメカニズムは働かないことを示した。一方、

国家間モデルでは労働移動が困難であることが、賃金格差を持続させて、産業を先進国

から途上国へと分散させる原因になっている。 
これらのモデルは、南北問題の歴史的展開という壮大なテーマを、貿易自由化（＝貿

易費用の低下）と産業集積の関係という単純な原理で説明している。しかし Krugman and 
Venables (1995)が指摘しているように、国家間の所得格差を決める要因は、産業集積だ

けでなく技術や人的資源の賦存など数多くが考えられる。また仮に貿易費用の低下と産

業集積の関係が釣鐘型の関係にあるとしても、すべての産業が同時に、同様な立地パタ

ーンを繰り返すとは限らない。例えば、アパレルのように労働集約度が高く集積力の弱

い産業は、早い段階で集積地を離れて、低所得国へと移転する。しかし、サプライチェ

ーンの上流に位置する合成繊維、テキスタイルなどは先進国で生産が続けられる可能性

がある（Dicken 2007）。 
また自動車のように集積の経済が強い産業であっても、ワイヤーハーネスのように労

働集約度の高い部品は、他の製品よりも早く低所得国へと移動する。反対に、エンジン、

トランスミッションなどの基幹部品は、企業レベルの規模の経済や集積の経済が働くた

め、集積地での生産がより長く続けられるであろう。 
このように貿易費用と産業集積の関係は、集積と分散に関して様々な傾向をもつ個別

産業の総体として捉えることができる。したがって、ある時点において、一部の産業（あ

るいは生産工程）では分散力が働き、生産活動が低賃金国へと移動する一方で、集積の

経済が強い産業では、貿易費用の低下に伴って、集積地への集中がさらに加速する可能

性がある5。例えば、東南アジアの自動車産業は、輸入代替の時代には生産活動が域内

                                                                                                                                                  
一方、不完全競争や収穫逓増が作用する経済では、経済統合は（少なくとも一時的には）

国家間の格差を拡大させる恐れがある。 
4 これ以外に貿易費用と産業集積の関係が釣鐘型になる経済モデルとしては、（１）農業部

門に輸送費用が発生するモデル、（２）生産活動の地理的集中によって混雑費用（congestion 
costs）が発生するモデル、（３）移動労働者の多様性を考慮したモデル、などがある（Combes, 
Mayer, and Thisse, 2008）。 
5 Forslid et al. (2002)は、CGE モデルを用いて経済統合と産業集積の関係を分析した。そ

れによると、集積の経済が強い産業（化学、金属、輸送機械、機械）では、貿易費用と産

業集積の関係が逆 U 字型になり、中位の貿易費用において産業の地理的集中度は最大にな

る。集積の経済が弱い産業（繊維、皮革、食品）では、輸送費用の低下に伴い、比較優位

に従った特化が進み、産業の地理的集中度は連続的に増加する。さらに、貿易費用と製造

業全体の地理的集中度の関係は逆 U 字型になることが示された。続いて Head and Mayer 
(2004)は、上述の逆 U 字型の関係を前提に、産業集積が発生する貿易費用（あるいは経済

統合の水準）の範囲を特定しようとした。その結果、現在の経済統合の水準を前提にする

と、輸送機械などの産業は集積するが、繊維、紙などは分散することが示された。これら
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に分散し各国で生産が行われていた。しかし経済統合の結果、産業の選択と集中が進み、

投資家の関心は部品産業が集積するタイと自国市場の大きなインドネシアに向かいつ

つある。また家電製品においても、製品別に生産拠点を設けて集中生産を行い、域内諸

国へと輸出する傾向が見られる6。 
分散力の働きは、低所得国への産業誘致を可能にするため、所得格差を縮小させる。

一方、集積力が強いと、高所得国と低所得国の所得格差が拡大する恐れがある。同時に、

企業レベルの規模の経済や集積の経済が強く働く産業は、産業構造を高度化させる上で

重要な役割を担うことが多いため、これまで後発国における幼稚産業保護の対象となっ

てきた。以下では、集積の経済が働く産業に焦点を当てて、経済統合と産業集積の関係

について見て行こう。 
 

（２）経済統合と収穫逓増産業 
 Nishikimi (2006, 2008)は、経済統合による貿易費用の変化が初期条件の異なる国の間

の産業集積にどのような影響を与えるか分析した。同モデルでは、資本は国境を越えて

自由に移動できるが、労働力は移動することができない。ここで１国と２国の間で自由

貿易協定が締結された結果、両国間の貿易費用（τ）は下落し、その他世界（O 国）と

１国、２国間の貿易費用（τ’）よりも低下する状況を考えよう（τ τ’：図 1 参照）。 
その際、初期状態において１国、２国およびその他世界における収穫逓増産業の生産

シェアが同一であると仮定すると、経済統合によって τは下落するため、１国、２国に

おいて「自国市場効果（home market effect）」が働く。そのため、（経済統合から外れた）

その他世界から資本が引き付けられて１国、２国における収穫逓増産業のシェアは増加

する。ただし自国市場効果は均等に働くため、両国におけるシェアの格差は発生しない。

一方経済統合から取り残されたその他世界のシェアは減少し続け、最終的にゼロになる

（図２パネル(a)）。 
しかしながら初期状態において、１国と２国の間に収穫逓増産業のシェアに大きな格

差がある場合には、結果はまったく異なる。高いシェアを持つ２国には、自国市場効果

が強く働くため、資本が引き付けられてシェアは増大し続ける。反対に１国ではシェア

が低下して、非産業化（deindustrialization）が進行し、最終的に収穫逓増産業は消滅し

てしまう（図２パネル(b)）。 
 このような理論モデルによる分析は極端な結論を導くことが多いが、経済統合によっ

ていわゆる「ストロー効果（straw effect）」が働き、収穫逓増産業が競争上劣位にある

                                                                                                                                                  
の研究では個々の産業を分析対象にしているが、各産業の生産工程を対象にしても同様な

結果が得られると予想される。 
6 例えば、筆者が訪問した大手家電メーカーでは、東南アジアにおける生産拠点として、シ

ンガポールは（研究所、地域統括本部の機能の他に）半導体、プラズマ・ディスプレイ・

パネル；マレーシアはエアコン、オーディオ、部品；タイは冷蔵庫、洗濯機、カーエレク

トロニクスなどのように生産集約化を進めていた。 
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国から優位にある国へと移転する可能性は残る。特に CLMV 諸国（カンボジア、ラオ

ス、ミヤンマー、ベトナム）などの東アジア後発国は、産業基盤が脆弱であるため、ス

トロー効果の働く余地は大きい。そのため経済統合とは必ずしも符合しないが、産業保

護政策の妥当性について検討しておく必要があろう。 
 

―図１－ 
―図２－ 

 

（３）産業保護政策の可能性 
 Fujit and Mori（1996）は空間経済学の理論に基づいて、港湾都市に産業集積が生まれ

るメカニズムを説明した。また同時に、「核」地域と「周辺」地域の間に発生する地域

間格差の拡大を防ぐためには、人為的に貿易費用を高めて、「周辺」地域の産業を保護

する必要があることを示した。具体的には、後発地域において幼稚産業保護を一時的に

行うことによって、保護撤廃後も製造業の産業集積が維持されることを明らかにしたの

である。 
 幼稚産業保護によって外部性を伴う産業を一時的に保護し、その結果産業クラスター

が発展して、国際市場で競争力を獲得するまで成長すれば、そのような保護は正当化さ

れるであろう7。しかしながら、Rodriquez-Clare(2007)によれば、過去の輸入代替政策は

必ずしも保護された産業において外部性を生み出し、競争力のあるクラスターを発展さ

せてきたわけではない。また産業保護が有効なケースは、途上国が保護対象となるセク

ターに比較優位を有している場合のみであるが、通常途上国は外部性を生み出す（先端

的な）産業に優位性を持っていないので、輸入代替政策を正当化するのは困難な場合が

多い。 
さらに産業保護政策には Rodriquez-Clare の指摘以外にもいくつかの問題点がある。

例えば、政府に十分な情報収集能力がない場合には、誤った政策を実施してしまい、か

えって状況を悪化させる恐れがある。また産業政策には、情報収集能力の他にも、政府

が利益集団によるレント追及から独立していることなど高い制度能力が求められる。そ

の上、WTO、FTA など国際ルールとして貿易自由化が求められる時代において、どの

ような産業政策が実行可能であるのか、政策空間（policy space）に関する議論も欠かせ

ない。 
以上のように産業保護政策に関するさまざまな制約を考慮すると、その実施は容易で

はなく、むしろ与えられた制約のなかで優先度の高い政策を先行して実施する方が現実

                                                  
7 このような産業保護政策の基準は、ミル・テストと呼ばれる。他方、より厳密な基準とし

てバステーブル・テストがある。バステーブル・テストでは、産業保護の費用とそれによ

って発生する利益の割引現在価値を比較して、後者が前者を上回ることを要求する（Corden 
1997）。 
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的であろう。具体的には、AFTA のもとで CLMV 諸国は 2015 年までに輸入自由化すれ

ばよく、先発アセアン諸国と比較すると、5 年間の猶予が与えられている。その期間を

有効に利用して、産業競争力を強化することが求められる。また CLMV 諸国にとって

優先度の高い政策は、マクロ経済の安定性、労働市場の柔軟性、初等・中等教育の充実、

インフラの整備、ガバナンスの改善など汎用性の高い政策（generic policies）であり、

そのような政策を通じて投資環境を整備し、東アジア域内の生産ネットワークに参加す

ることが重要である。 
 

３ 経済統合と国内産業立地                                 

 

経済統合は、国家間の産業立地のみならず、国内の産業立地に対しても影響を及ぼす。

そのため、経済統合と国内の産業立地の関係についても興味深い研究が行われてきた。

経済統合の産業立地に対する影響に関しては、２つの異なる見解がある。Krugman and 
Livas Elizondo (1996)など北米の研究者達は、経済統合は産業活動を国内の集積地から離

散させるために地域間格差を縮小させると考えた（＝収束仮説）。反対に、Monfort and 
Nicolini (2000)、Paluzie (2001)など欧州の研究者達は、経済統合は産業の地理的集中を加

速させるため、地域間格差を拡大させると主張した（＝発散仮説）。 
 

3.1 北米についての実証研究と地域収束モデル 
第二次世界大戦後、メキシコは輸入代替政策を採用し、1986 年には GATT に加盟し

貿易自由化を開始させた。さらに 1994 年 NAFTA が発効し、米国との経済統合が急速

に進んだ結果、メキシコの産業立地は大きな影響を受けた。 
Hanson (1994, 1996)は、メキシコにおける貿易自由化以降の産業立地の変化を説明す

るために、2 段階の生産工程をもつ地域経済モデルを作成した。その中で最初の生産工

程は立地点における外部経済性（location-specific external economies）を伴い、投入財を

生産する。二番目の生産工程は規模に関して収穫一定であり、第一段階で生産された投

入財を使ってアセンブルを行う。メキシコが輸入代替政策を実施していた時期には、両

方の生産工程はメキシコシティに立地した。また労働集約的な工程であるアセンブルの

みはメキシコシティ以外にも立地した。しかし貿易自由化が始まると、両国の比較優位

を反映して米国は投入財生産にメキシコはアセンブルに特化した。ただし、メキシコ側

の工場の多くは内陸部を離れて米国に近い北部国境地帯に建設された。 
国境地帯における産業立地の変化を検証するために、Hanson (1996, 1997, 1998)は、地

域データを用いて計量分析を行い、経済統合によってメキシコ北部国境地帯の賃金、雇

用が有意に増加したことを明らかにした。これに対して、Krugman and Livas Elizondo 
(1996)は、メキシコの経験を踏まえて、経済統合と国内の産業立地の関係を示す空間経

済学モデルを提示した。同モデルによると、人口や企業が地理的に集中すると、輸送費
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用が節約されるために、集積地における賃金は引き上げられ8（＝後方連関効果）、同時

に物価は下落する（＝前方連関効果）。そのため集積地における実質賃金は高くなり、

労働者や企業が引きつけられる。ところが経済統合の進展に伴い、海外市場へのアクセ

スが容易になると、企業は海外からの投入財輸入を増やし、完成した製品を輸出するよ

うになる。その結果、海外市場とのリンケージは強化され、反対に国内市場との結びつ

きは希薄になる。そうなると、集積地に立地するメリットは失われていき、一方で集積

の結果発生する混雑費用（＝長い都心への通勤時間、高い地代など）は変わらず発生し

続けるため、企業は集積地から離散すると考えられる。 
 以上のように、北米を対象にした経済モデルでは、経済統合によって国境地帯の立地

優位性が高まるとともに、地域間格差は縮小に向かうと予測した。 
 

3.2 中東欧についての実証研究と地域拡散モデル 
Monfort and Nicolini (2000)およびPaluzie (2001)は、核―周辺モデル（Krugman 1991）

を拡張し、上記モデルとは異なる結論を導いた。彼らのモデルによると、分散力は地理

的に分散した農村市場の購買力によって与えられ、核―周辺モデルと同様に、貿易費用

の低下は経済活動の集中を促す。Paluzie (2001)によると、混雑費用が分散力となる

Krugman and Livas Elizondoモデルは、メキシコシティのような巨大都市の出現を説明す

る上では有効であるが、経済統合によって地域間格差が拡大したことが定説となってい

るヨーロッパでは核―周辺モデルを拡張する方が適当である9。 
続いて Crozet and Koenig Soubeyran (2004) は、モデルに空間的な異質性を持ち込むこ

とによって核―周辺モデルをさらに拡張した。それによると、経済統合は集積力（＝前

方、後方連関効果）と分散力（＝企業が競合する企業との競争を避けるために集積地か

ら離れて立地する行動）の両方を弱めるが、分散力の方が集積力以上に大きな影響を受

ける。また国境地帯のように海外へのアクセスに優れた地域においては、（国際市場か

らの競争圧力が過剰でない限り）、経済統合は産業集積を促すことが明らかになった。

さらに彼らは、ルーマニアにおける実証分析によって、EU 市場や沿岸地帯への近接性

が都市の成長率に有意な影響を与えたことを示した。また Resmini (2003)によると、中

東欧諸国においては、EU 国境への近接性が周辺地域のキャッチ・アップを促し、その

結果、国境を接する地域における雇用成長率は内陸地域よりも高かった。 

                                                  
8 人口が少ない地域（＝周辺地域）に立地する企業は、人口が多く大きな市場をもつ地域（＝

核地域）の企業と比較して、十分低い工場出荷価格を設定しなければならない。なぜなら

ば、ローカル市場が小さい地域の企業は、製品のほとんどを大きな市場をもつ地域に出荷

する必要があり、後者市場で現地企業と競争するためには、輸送費用の分だけ工場出荷価

格を引き下げる必要があるためである。なお、賃金は工場出荷価格によって決定されるた

め、周辺地域の賃金は核地域よりも低くなる。 
9 Egger, Huber, and Pfaffermayr (2005)は、中東欧諸国の地域データを用いながら貿易自

由化が国内における地域間格差を拡大させる傾向があることを示した。 
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上記のように、経済統合が国内の産業立地に及ぼす影響については異なる見解がある

が10、これらにはいくつかの共通点を見出すこともできる。その中でも重要な 2 点とし

て（１）国境地帯あるいは国際貿易港のようなフロンティア地域は、内陸部と比較して、

国際市場へのアクセスにおいて優れているため、経済統合によって立地優位性が高まる

（２）経済統合によって既存の集積地である大都市の集積力は弱められる、があげられ

る。 
また注意すべき点として、対象国の初期条件を考慮しないで、一般的な結論を導き出

すのは危険である。例えば、ラオスやベトナムのように大都市が国境地帯や国際港の近

くに立地している場合には、貿易自由化がそれら地域の立地優位性を高めるために、た

とえ国内市場や国内サプライヤーとの連関効果の重要性が低下しても、産業集積地は移

動しない可能性がある。これに対し、カンボジアのように大都市が内陸部にある場合に

は、産業集積が国境地帯に形成されることもあり得よう。このように、分析対象とする

国の初期条件を考慮することによって、より精度の高い分析から結論を導くことが可能

と思われる。 
まとめ、 
 

経済統合の進展は、財・サービスの貿易費用を低下させる。集積の経済が働く場合に

は、貿易費用の低下は製造業の地理的集中を生じさせ、さらなる低下は、賃金格差の拡

大によって産業を再び分散させる可能性がある。また産業特性の違いによって、経済統

合に伴って低所得国へと分散する産業と反対に集積が進む産業が見られる。 
集積の経済が働く場合には、経済統合によってストロー効果が働き、後発国の産業発

展の機会が奪われる可能性がある。それに対して、幼稚産業保護を実施することは理論

上可能であるが、途上国の現状を考慮すると必ずしも現実的ではない。むしろ、輸入自

由化までの時間を最大限有効に利用して産業競争力を高めるとともに、東アジア地域の

生産ネットワークに参加できるように投資環境を整備することが重要である。 
 経済統合は、国家間の所得格差とともに国内の地域間格差に対しても影響を及ぼす。

貿易費用が低下して海外との取引が増加すれば、国内市場やサプライヤーとの近接性の

果たす役割は相対的に小さくなる。そのため、大都市に立地するメリットは低下するで

あろう。一方で海外市場へのアクセスに優れた地域の優位性が高まるため、国境地帯や

国際港に産業集積が形成されるかもしれない。しかしながら、より精度が高い分析を行

うためには、対象となる国の初期条件（地理的条件など）を考慮する必要がある。 
  

                                                  
10 同様なモデルとして、Krugman and Livas Elizondo モデルをベースに作成された折衷

モデルがある（Alonso-Villar, 1991, 2001; Mansori, 2003）。これらモデルは、モデルに異

なる仮説や仮定を導入することによって、異なる結論（地域収束あるいは地域拡散）を導

くことができる。 
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図１経済統合の 3 か国モデル 
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図２貿易・輸送費用と生産シェア 
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